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はじめに
　いじめや不登校、校内暴力など、生徒指導
を考える上での学校病理は年々質が変わりつ
つ存在し、教師の学級運営や授業実践におい
て大きな課題となっている。例えば、いじめ
の発生件数はいじめ問題が社会問題として取
り上げられるとその認知（平成19（2007）年
以前は発生）件数が上昇し、子どもたちの日
常生活に大きな影を投げかけていることが伺
える（図１参照）。図からもわかるように、昭
和60（1985）年に当時の文部省がいじめの定
義を行ってから、いくつかの時期でいじめの
発生率が極端に上昇していることがわかる。
　とりわけ、認知件数が上昇しているのは小
学校である。平成23（2011）年度は33,124件
だったが、平成27（2015）年度では151,190
件とほぼ５倍に増加しており、小学校での生
徒指導の重要性が指摘できるといえる。
　小学校における問題行動の発生率の高さは
不登校においても同様の傾向がみられる。図
２は小・中学校における不登校者数をグラフ
にしたものである。
　これをみると、不登校者数そのものは依然
として中学生の数値が高いが、近年小学生の
不登校者数が増加傾向にあることが読み取れ
る。
　図１、２の両者に共通しているのは小学校
　抄　録
　生徒指導の研修をどのように進めるのかといった政策立案を考える場合、全国的な傾向と地域の
現状を把握することは重要である。本論文では、生徒指導上の問題が全国的にどのように広がって
いるのか、それと比較して京都府の特徴はどのようになっているのか、京都府の生徒指導に関する
研修制度はどのように計画立案されているのかを概観する。
　一般的に「生徒指導」領域の研修は、経験知が実践に生かされるという考えが先行し、なかなか
系統性を持たせることが困難な領域である。しかし、京都府総合教育センター（以下、センターと
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現場での生徒指導の困難さである。これまで、
生徒指導の中心として語られることの多かっ
た対象は中学生であった。小学校から中学校
へ進学することに伴う中１ギャップ、それま
での生活に主体を置いた学習から教科の専門
性が高まり、授業の難易度が増すこと、思春
期に差し掛かることにともなう友人関係の齟
齬の起こりやすさ等、中学生はいじめや不登
校に陥りやすい対象として、これまで教育学
を中心として、生徒指導でどのような対応が
図１　校種別いじめの認知（発生）件数の推移
注１）平成６(1994)年度、平成18(2006)年度からは調査方法を改めているため、それ以前との単純な比較はできない。
注２）平成17(2005)年度までは発生件数、平成18(2006)年度以降は認知件数。
注３）平成25(2013)年度からは高等学校に通信制課程を含める。
（出典）文部科学省「平成27年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」について」（http://www.mext.
go.jp/b_menu/houdou/28/10/__icsFiles/afieldfile/2016/10/27/1378692_001.pdf　2016.12.21アクセス）
図２　校種別不登校者数の推移
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go.jp/b_menu/houdou/28/10/__icsFiles/afieldfile/2016/10/27/1378692_001.pdf　2016.12.21アクセス）
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必要なのか、論じられる機会が多かった。
　しかし、データをみてみると、それが小学
生にも波及している印象を受ける。むしろい
じめのように主流が小学校に移ったようにみ
える学校病理も出てきている。本来であれば、
学級担任がすべての教科を担当する小学校は
いじめや不登校が起こりにくいと言われてき
たが、必ずしもそうは言えない現状が見える。
　以上のような現状を踏まえ、教育心理学の
領域では発達課題を見直すという動きも広
まっている。その典型が「９歳の壁」「10歳
の壁」と呼ばれる小学校中学年での発達課題
である。本来、こうした小学校中学年での課
題については、特別支援教育、とりわけろう
教育の問題の一つとして捉えられてきた経緯
がある。村井潤一（昭和54（1979）年）は９
歳から10歳の時期に聴覚に問題があると小学
３、４年生で学習に支障をきたす「９歳の壁」
が発達課題の具体的操作期から形式的操作期
に変わるところと重なることから、障害のな
い児童においても課題を抱えるのではないか
と指摘した１）。
　また、古荘純一（平成21（2009）年）の調
査によると、「自分はダメなやつだ」「私は何
もできない」といった「自己肯定感の低下は
小学校４年生あたりから顕著に見られる」２）
と指摘している。その理由として、村井の指
摘するように学習内容に抽象的な内容が入り、
難易度が高くなること、「友だちや仲間のため
に、なんとかしたいという思いやりが強まる
一方で、友だちの目がすごく気になる」３）思
春期の入り口の時期であるためといわれてい
る。そうした理論的な枠組みを前提とすると、
小学生の問題行動の多さについても理解でき
る。
　それでは、本研究の対象である京都府の子
どもたちはどうであろうか。ここでは、京都
府教育委員会が調査した３つのデータから現
状を踏まえてみたい。京都府においても、前
述のような小学３、４年生にあたる時期を「前
思春期」と定義し、この時期の子どもたちの
状況について調査を行っている。次の図３は
京都府の教師を対象に行った調査の結果であ
る。
　これをみると、小学３、４年生で「学力の
個人差が広がる」「子どもが大きく変化する」
図３「学力面で個人差が出る学年」「子どもの成長過程で大きく変化する学年」の回答結果
（出典）京都府教育委員会『学校不適応の未然防止のために〜小学校３・４年生（前思春期）という時期とは〜』（2016）
より筆者作成
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  これをみると、小学３、４年生で「学力の個人差が広がる」「子どもが大きく変化する」
と感じている教師の割合は高いことがわかる。また、研究報告書では、前思春期の発達
課題として、①知的能力の発達、②（タテからヨコへの）関係性の発達、③自発性の発
達、④学校における社会性の発達の４点を取り上げ、この時期に教師がどのような関わ
りを持つのかが、子どもの将来に大きな影響を与えることが明らかとなっている（注４）。
  本論文では、以上のような現状を踏まえ、京都府教育委員会がこれまで実施してきた
研修制度を概観し、今後の体系的な研修制度を構築するための一考察を行いたい。
１ 初任期育成研修について
  京都府では、採用初年度、２年目を初任期と捉え、1 年目の時期を「初任者・新規採
用者研修（以下、初任研と称す）」、２年目の時期を「ステップアップ研修」と位置づけ
て、２年間にわたり「初任期育成研修」として実施している。初任研における生徒指導
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と感じている教師の割合は高いことがわかる。
また、研究報告書では、前思春期の発達課題
として、①知的能力の発達、②（タテからヨ
コへの）関係性の発達、③自発性の発達、④
学校における社会性の発達の４点を取り上げ、
この時期に教師がどのような関わりを持つの
かが、子どもの将来に大きな影響を与えるこ
とが明らかとなっている４）。
　本論文では、以上のような現状を踏まえ、
京都府教育委員会がこれまで実施してきた研
修制度を概観し、今後の体系的な研修制度を
構築するための一考察を行いたい。
１　初任期育成研修について
　京都府では、採用初年度、２年目を初任期
と捉え、１年目の研修を「初任者・新規採用
者研修（以下、初任研と称す）」、２年目の研
修を「ステップアップ研修」と位置づけて、
２年間にわたり「初任期育成研修」として実
施している。初任研における生徒指導の領域
は、センターにおいて実施する「生徒指導・
教育相談」講座と教育局（教育事務所）別に、
地域事情を勘案して実施する「生徒指導・教
育相談」講座の２講座で構成している。
　生徒指導という領域は、ほとんどの受講者
にとって、自身が児童生徒であった時期に被
指導者側として体験した経験知（一部講師経
験者は除く。）でしかありえない。また、京都
府以外から本府の教員として採用される者も
近年増加している実態を踏まえると、「生徒指
導」の基本的な研修も不可欠ではあるが、京
都府における生徒指導上の問題の特徴をしっ
かりと理解させること、またそれに対して京
都府の教育行政が施策として取り組んできた
こと、これから取り組もうとしている（取り
組むべき）ことの基本理念も併せて研修によ
り身につけさせる必要がある。
　まず、この研修では、生徒指導の３機能と
いう考え方を徹底的に理解させることから始
まる。言うまでも無く３機能とは、①児童生
徒に自己存在感を与えること、②共感的な人
間関係を育成すること、③自己決定の場を与
え自己の可能性の開発を援助すること、であ
る。
　この３機能を踏まえながら、個々の自己実
現を図っていく望ましい「集団」を育成する
ことに留意できるように指導していくこと、
合わせて生徒指導は、①教科指導、②道徳指導、
③特別活動、④その他の教育活動、と学校生
活のどの場面においても取り扱う事項である
ことを重ねて理解させることを目的とし研修
を行っている。
　新年度４月下旬に実施する「生徒指導・教
育相談」講座は、①生徒指導の基本的な考え
方、②教育相談の基本的な考え方、③児童生
徒理解の３つのテーマで構成している。特に
児童生徒理解においては、前述の前思春期の
児童の発達課題における教師の関わり方がそ
の後の子どもたちに大きく影響することなど、
生徒指導では適時性・系統性が重要であるこ
とを全校種の教員に対して指導している。児
童生徒の発達段階を軸として、指導には継続
性があり、それぞれの発達段階の時期に応じ
た適切な教師の関わりや指導が重要であるこ
とを認識させている。
　さらに、この講座を受講後、夏季休業中に
各教育局（教育事務所）で実施される「生徒
指導・教育相談」講座を受講することで、地
域課題や他校の状況についても理解した上で、
自校の課題も認識して２学期からの生徒指導
を実践できるように組み立てている。特に義
務教育諸学校においては、地域との連携が不
可欠な要素となってきている近年、この研修
を外すことはできない。
　また、「教育相談」に係る研修では、「教育
相談」は「生徒指導の一環として位置づけら
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れている。好ましい人間関係を育て、生活に
適応させ、自己理解を深めさせることにより、
人格の成長への援助を図るものである。」（「学
校の教育力の向上をめざして−教職の手引き
−」京都府総合教育センター）という基本的
な考え方を理解させて、「児童生徒理解」は、
児童生徒のために実施する教育活動であるこ
とを認識させることから始める。さらに、「傾
聴」という活動が、どれほど大切かをセンター
の教育相談の実践事例を引きながら指導して
いく。「何をどう「聴く」のか」ということ、
「こころをつかう」ということはどういうこと
なのか、さらには「不登校児童生徒」への対
応や保護者との信頼づくりについても言及し、
教育相談の在り方、役割について理解を深め
させている。この「教育相談」研修では、①
児童生徒理解に始まり、児童生徒理解に終わ
ること、②教師として「気付く、聴く、関わる」
こと、③教師が「こころ」をつかって言葉に
ならない声を聴くこと、を理解させることを
目指している。
　次に、特別な支援が必要な児童生徒への対
応について、近年注目される「ユニバーサル
デザイン授業」を中心に、障害者差別解消法
が平成28（2016）年４月施行され、学校教育
においても「合理的な配慮」という視点を欠
くことが出来なくなった環境を踏まえて、初
任者の段階から「就学から卒業までの一貫し
た支援、一人一人の子どもたちのために」と
いう視点を常に持てる教師を育成することを
ねらいとして「道徳教育、特別支援教育」講
座を実施している。
　最後に、生徒指導と学級経営の観点から、
総合的な学習、特別活動、そして外国語活動
をテーマとした「総合的な学習の時間、特別
活動、外国語活動、学級経営」講座を実施し
ている。
　一般的に初任者が学習指導要領上の科目領
域のねらいを十分に理解しないまま、実践し
がちな分野が、総合的な学習の時間、特別活
動等の教科指導外の時間である。この分野は、
学校現場の雰囲気に流されやすい領域でもあ
り、教科指導に割く時間が実質上増加してく
ると、これらの諸活動は残念ながらおざなり
にされがちである。しかしながら、これらを
着実に実践していくと生徒指導の分野として
重要な「学級経営」も自然と良い方向に向かっ
ていくことが、これまでの京都府教育委員会
の研究指定校の実践から明確になっており、
こうした成果を研修の中で実践報告として学
ばせることで、初任者の意識改革を目指して
いる。そのことが新しく教科化された道徳、
外国語活動の実践においても成果を残すもの
と確信して研修講座を企画している。
２　京都府の教育施策との連携
　京都府が取り組む教育施策の背景には、平
成23（2011）年に制定され、平成28（2016）
年に改訂された「京都府教育振興プラン」が
あり、プランの柱の１つである「京都の未来
を創造する人づくりに向けた教育の推進」の
５つの重点目標の２つめに「心の教育」が、
５つめに「法やルールに関する教育」、「高等
学校における主権者教育」が位置づけられて
いる。
⑴　生徒指導といじめ
　平成26（2014）年４月に「京都府いじめ防
止基本方針」を策定し、社会総がかりでいじ
めの問題の克服に向けて取り組むこととし、
「いじめ根絶」を目標に掲げ、府教育委員会一
丸となって取組を推進している。初任研「生
徒指導・教育相談」でも、「いじめ」を取り上
げ、①その定義、定義の変遷、②いじめの構造、
③いじめへの対応の共通理解、についての研
修を行っている。さらに、法律に基づいた児
童虐待についても理解を深めさせ、教育公務
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員として「通告」義務が発生することについ
ても周知を図っている。
⑵　「法やルールに関する教育」との連携
　「初任研」で得た知識、情報をもとに初任者
自身が指導内容を構築していく必要がある。
京都府が目指す「法やルールに関する教育」は、
単に法的なものの見方や考え方だけを学ぶと
いうことではなく、身近なルールやきまりが
なぜ存在するのかという意義や、どうして必
要なのかを学ばせて、様々なものの見方から
考え方、児童生徒間の協議、結論を導き出す
過程を体験させることを通して、児童生徒自
身に、身近な人々、集団、社会といった視点
からルールやきまり、法を捉えさせ、気づき
を子どもたちの行動につなげていくことを重
視している（「法やルールに関する教育」ハン
ドブック；京都府）。
　この実践により初任者は、生徒指導を通じ
て、教科及び領域の両面から児童生徒を捉え
指導するという経験を得ることになる。
　「高等学校における主権者教育」については、
平成27（2015）年６月の公職選挙法の一部改
正により選挙権年齢が18歳以上に引き下げら
れたことにより、多くの生徒が高等学校在学
中に国民投票の投票権年齢及び選挙権年齢に
達することにより、これまで主に公民科にお
いて取り組まれてきた政治的教養を育む教育
を、学校の教育活動全体に位置づけて一層推
進することが求められてきた経過による。
　このことを受け、センターとしては、高等
学校に特化した研修講座を設定するのではな
く、広く対象を義務教育諸学校まで広げた「法
やルールに関する教育」講座として実施して
いる。本講座は、初任期の教員に特化するこ
となく、経験年数に関わらず全教員を対象と
した内容とし、関心の高い教員は希望すれば
受講できるようにした。
　「発達の段階に応じて法やルールを学ぶ」と
いう視点で、「生徒指導」は、児童生徒一人一
人の人格を尊重し、個性の伸長を図るととも
に児童生徒が公共の精神や社会規範を尊重す
る意識、態度を基盤として、積極的に自己を
生かすことができる社会的資質や能力、態度
を育成していくための援助、指導であり、ま
た社会的に自己実現ができるよう「自己教育
力」の育成をねらいとしている（「法やルール
に関する教育」ハンドブック；京都府教育委
員会）。
　この講座では、問題行動やいじめ問題を未
然に防止するためには、社会的なスキルを身
に付け、集団活動の中で必要とされていると
いうことを児童生徒が実感できるところまで
図４（出典）道徳教育の進め方　京都式ハンドブック；平成25（2013）年３月　京都府教育委員会より
ではなく、広く対象を義務教育諸学校まで広げた「法やルールに関する教育」講
座として実施した。本講座は、初任期の教員に特化することなく、経験年数に関
わらず全教員を対象とした内容とし、関心の高い教員は希望すれば受講できるよ
うにした。
「発達の段階に応じて法やルールを学ぶ」という視点で、「生徒指導」は、児童
生徒一人一人の人格を尊重し、個性の伸長を図るとともに児童生徒が公共の精神
や社会規範を尊重する意識、態度を基盤として、積極的に自己を生かすことがで
きる社会的資質や能力、態度を育成していくための援助、指導であり、また社会
的に自己実現ができるよう「自己教育力」の育成をねらいとしている（「法やルー
ルに関する教育」ハンドブック；京都府教育委員会）。
     この講座では、問題行動やいじめ問題を未然に防止するためには、社会的なス
キルを身に付け、集団活動の中で必要とされているということを児童生徒が実感
できるところまで指導できるか否かがポイントとなる。
(3) 特別の教科「道徳」との関連
文部科学省は平成 28 年３月に学習指導要領を改訂し、小学校で平成 30 年度、
中学校では平成 31年度から教科「道徳」を実施するとした。それに先立ち京都府
では、「道徳教育の進め方 京都式ハンドブック」を策定し、教科化に備えて準備
を進めている。ハンドブックの中では、「道徳性」と「道徳教育と生徒指導」を図
４のように例示し、表裏一体であると捉えて指導を進めることとしている。
図４（出典）道徳教育の進め方 京都式ハンドブック；平成 25 年３月 京都府教育委員会より
初任研「道徳教育講座」では、①概論、②道徳教育とは、③道徳科の授業づくり、
生徒指導と教育行政施策を通じた児童生徒理解
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指導できるか否かがポイントとなる。
⑶　特別の教科「道徳」との関連
　文部科学省は平成28年３月に学習指導要領
を改訂し、小学校で平成30年度、中学校では
平成31年度から教科「道徳」を実施するとし
た。それに先立ち京都府では、「道徳教育の進
め方　京都式ハンドブック」を策定し、教科
化に備えて準備を進めている。ハンドブック
の中では、「道徳性」と「道徳教育と生徒指導」
を図４のように例示し、表裏一体であると捉
えて指導を進めることとしている。
　初任研「道徳教育講座」では、①概論、②
道徳教育とは、③道徳科の授業づくり、まで
段階をおって、受講者が実際に明日から授業
が展開できるまでを扱いながら、最終、「道徳
科は、教師と児童生徒が人間としてよりよい
生き方を求め、共に考え、共に語り合う時間」
であるとまとめ、学校生活全般における児童
生徒の生き方に言及する科目であることを周
知させ、生徒指導との関連性をかなり強く意
識させている。
３　センター初任者研修のカリキュラムと
各教科、領域との関連
　ここまで整理してきたとおり、センターが
実施している初任者研修を生徒指導講座の講
座体系（カリキュラム）として整理すると図
５のようなマトリクスとなる。
　改訂学習指導要領では、カリキュラムマネ
ジメントの必要性が謳われている。初任研を
カリキュラムマネジメントの視点から点検す
ると、「生徒指導」に係る研修体系は、基礎的
な概念に加え、児童生徒への配慮事項を踏ま
えた上で、現行の教育行政施策との連携を推
進しながら、時宜を得た研修体系で運営でき
ていると考える。
まで段階をおって、受講者が実際に明日から授業が展開できるまでを扱いながら、
最終、「道徳科は、教師と児童生徒が人間としてよりよい生き方を求め、共に考え、
共に語り合う時間」であるとまとめ、学校生活全般における児童生徒の生き方に言
及する科目であることを周知させ、生徒指導との関連性をかなり強く意識させてい
る。
３ 総合教育センター初任者研修のカリキュラムと各教科、領域との関連
ここまで整理してきたとおり、センターが実施している初任者研修を生徒指導講座の
講座体系（カリキュラム）として整理すると図５のようなマトリクスとなる。
図５ 初任者研修「生徒指導講座」の体系
改訂学習指導要領では、カリキュラムマネジメントの必要性が謳われている。   
初任研をカリキュラムマネジメントの視点から点検すると、「生徒指導」に係る研修体
系は、基礎的な概念に加え、児童生徒への配慮事項を踏まえた上で、現行の教育行政施
策との連携を推進しながら、時宜を得た研修体系で運営できていると考える。
初任研に引き続き、２年目のステップアップ研修では、生徒指導の側面を強化するこ
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図５　初任者研修「生徒指導講座」の体系
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　初任研に引き続き、２年目のステップアッ
プ研修では、生徒指導の側面を強化すること
は受講者自身が課題と考えている教科指導や
学級経営の充実に資することができるという
実体験をテーマ課題として設定させ、研修さ
せることで一層充実を図る必要があると考え
ている。
　併せて、京都府で実施している単位制履修
システムを上手く活用させ、個々の受講者に
自らのキャリアステージ全体を初任期から意
識させることで、教科の分野でも、領域の分
野でも、体系的に学ぶことの重要性や専門性
を深める必要性理解させること。また、「知識
基盤社会」に求められる専門職教師としてキャ
リアをいかに確立していくかという方針もイ
メージさせて、その実現に向かって継続的に
支援していくことが、センターに課せられた
使命と認識している。
【注記】
村井潤一（1979）「『９歳の壁』をめぐって」ろう教
育科学21巻3号、ろう教育科学会、pp.113-128
古荘純一（2009）『日本の子どもの自尊感情はなぜ
低いのか』光文社、p.81
渡辺弥生（2011）『子どもの「10歳の壁」とは何か？
乗り越えるための発達心理学』光文社、p.41
山本雅哉、服部康子、吉田晴美、永尾彰子、由良渉、
奥澤嘉久、鎌野高信（2016）「学校不適応の未然
防止のために〜小学校３・４年生（前思春期）と
いう時期とは〜」『京都府総合教育センター研究
紀要第５号』京都府教育委員会、pp.2-13
